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パブリックコメントによる意見【2名 10件】への対応案 

ページ 項  目 御提言，御意見の要旨 県の考え方 

21,22

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

１ 地域社会への基本

理念の啓発 

第２期計画においても，相変わらず

抽象的な「意識」改革を謳う部分が

多いところに，従来からの問題点・

限界を引き摺っているようにみえ

る。もとより理解と興味のある人し

か参加しない啓発シンポジウムを重

ねても，大きな変化は望めない。具

体的な問題を発見して，地域として

それに取り組むための対応策を具体

的に模索した方が，長い目で見て，

より説得的で受け入れられやすいよ

うに思う。 

第１期計画の下での多文化共生の理念

の浸透は十分とはいえなかったことか

ら，今後は，地域，学校，職場などで様々

な機会をとらえて理念の普及に努める

こととし，啓発シンポジウムについて

も，実施方法を工夫しながら継続してい

きます。 

また，地域での多文化共生の意識づくり

においては，御意見のとおり，課題をと

らえ，具体的な対応策を検討していくと

いうことも必要であると認識していま

す。 

25,26

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

３ 情報面からの生活

の安全・安心の確保 

多言語による保育園や児童館等の施

設案内や新生児訪問等での広報活

動，新米パパママ向けの児童館ツア

ー，児童館に通訳を配置する日を確

保する等，外国人が気軽に立ち寄れ

る環境づくりを行ってほしい。 

外国人県民が利用する公共施設につい

て，特に子育てなど生活に関わる分野で

の情報の多言語化や，通訳活用に関する

取組を推進していきます。 

25,26

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

３ 情報面からの生活

の安全・安心の確保 

単なる翻訳ではなく，行政サービス

（例：出産育児一時金，児童手当，

乳幼児医療費助成）や制度の背景ま

で説明する文言を添えることが望ま

しい。 

多言語資料の作成に当たっては，日本社

会の慣習を踏まえた分かりやすい解説

を加えるなどの工夫を行っていきます。 

25,26

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

３ 情報面からの生活

の安全・安心の確保 

多言語による情報提供を行っても

「情報が得られない」という意見が

ある一方で，積極的に情報収集を行

い，地域住民との交流や日本での生

活を満喫している外国人もいる。こ

の情報格差や行動格差はどこから来

るものなのか，分析のための聴き取

り調査が必要であると思う。 

これまでも外国人県民アンケート調査

により外国人の方の意識についての把

握に努めてきましたが，今後も関係機関

（大学等）の協力を得ながら，調査実施

の検討を行っていきます。 

27,28

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

４ 地域社会への適用

力向上 

託児付きの日本語教室がないため，

公立の保育園で日本語教室を開催し

てはどうか。親が日本語を勉強して

いる間，子どもを保育園に預けられ

るようにするとよいのではないか。 

いただいた御意見を踏まえ，子育て中の

受講者の利便向上を図り，受講しやすい

環境づくりを推進していきます。 

27,28

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

４ 地域社会への適用

力向上 

日本語教室を増やす目標を掲げるこ

とは理解できるが，それ以前に，当

事者および多文化家族の構成員の

他，地域社会と企業に，日本語学習

の重要性を理解してもらわないと，

日本語教室を開いても受講者が集ま

らないというより根本的な問題は解

決されない。 

日本語学習を行う上では，本人の日本語

学習の重要性の認識はもちろん，家族や

地域の理解・協力が不可欠であると認識

しています。市町村や支援団体と協力し

ながら，日本語学習の重要性についての

理解・協力を深めるような機会をつくる

とともに，学習のための環境整備を推進

していきます。 

資料２ 
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29,30

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

５ 家庭生活の質の向

上 

日常の困りごとを相談できる公的機

関を知らない外国人が多い。また，

既存の機関であっても外国人特有の

問題（ビザ等）に明るいスタッフが

いるとは限らず，つなぐべき機関に

つなげないことが懸念される。多文

化共生に理解のある県民としての多

文化共生ソーシャルワーカー（仮称）

の育成を行ってはどうか。 

 

 

県では日常の困りごとを相談する機関

として，「みやぎ外国人相談センター」

を県国際化協会に設置しており，広報

誌，ラジオ，ＨＰ等によるセンターの周

知を行っています。 

また，外国人特有の問題を解決するため

専門機関との連携を図るとともに，相談

対応者の知識・技能向上のための研修を

行っており，今後も相談内容に的確に対

応できるよう体制を整備していくこと

としています。 

31,32

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

６ 能力発揮の促進 

外国人の雇用促進と地域経済の活性

化への配慮は，それ自体は評価でき

るが，外国人労働者の急激な増加を

期待することは，捕らぬたぬきの皮

算用のような気がする。それ以前に，

第１回計画を制定した時に行われた

外国人県民へのアンケートでは，例

えば留学生のアルバイトと思われる

ような場面で外国人であることを理

由に日本人より安い賃金を支払われ

ることなどの不当な扱いを受けてい

るという訴えが複数あった。このよ

うな現実が５年たった現在も続いて

いるのであれば，雇用者への一般的

な啓蒙活動を超えて，違法な行為へ

の警告と，働く（アルバイトも含む）

外国人に対し不当な待遇を受けた場

合の救済方法の周知も必要なのでは

ないか。 

雇用に関する違法行為に対する指導等

は労働局の所管となりますが，県におい

ても，事業者向けの啓発の中で，雇用に

おける遵守事項を確認的に示していく

とともに，外国人県民に対する情報提供

として，労働に関する相談先等も掲載す

ることとしています。 

36，39

ｐ 

第５ 計画推進のため

に 

２ 関係機関の役割 

(1) 多文化共生の推進

に向けた役割分担 

３ 推進体制の整備 

外国人支援事業に携わっている団体

（NPO，ボランティア，国際交流協

会）の情報共有のための意見交換会

の場を設定し，県における課題を共

有し，信頼関係を結ぶ機会を作って

はどうか。 

県では，行政と関係団体の情報共有を図

るための「多文化共生社会推進連絡会

議」を開催していますが，これを継続し，

関係機関のネットワークの基盤を構築

していきます。 

37ｐ 第５ 計画推進のため

に 

２ 関係機関の役割 

(3) 地域におけるコー

ディネートの重要性 

大学に対し，それぞれの専門分野（例

として日本語教育・心理・異文化間

コミュニケーション・法律）を生か

して多文化共生事業に参画するな

ど，より開かれた大学づくりを促し

てはどうか。 

大学における人材資源，研究資源を活用

し，多文化共生社会の推進に関する取組

をより効果的なものにするため，大学と

の連携・協働について検討していきま

す。 

 

 

 

 



3 

 

審議会委員修正意見への対応案 

ページ 項  目 修正意見 対応案 

20ｐ 第３ これまでの取組

及び外国人県民を取

り巻く現状・課題 

３ 外国人県民を取り

巻く現状と課題 

現状と課題，施策の方向性，事業の取

組方針を取りまとめた表 

「施策の方向性」５段目 

外国人県民とその家族（多文化家族） 

※推進計画のコンセプトとして「多文

化家族」が出てきているので，ここで

も明示したほうがよい。 

外国人県民とその家族（多文化家族）

の家庭生活の質の向上を促進する 

と（多文化家族）を追記します。 

26ｐ 第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

３ 情報面からの生活

の安全・安心の確保 

≪取組に向けた主な役割分担≫ 

宮城県の欄 

「通訳の活用を推進します」の表記部

分について「いつ，どこで，誰が，何

のために」の記述の追加が必要 

御意見に基づき次のように修正しま

す。 

「保健福祉等の行政機関，医療機関等

における通訳の活用を推進します。」 

36ｐ 第５ 計画推進のため

に 

２ 関係機関の役割(1)

多文化共生の推進に

向けた役割分担 

⑥教育機関の役割 

国際理解教育や人権教育（学校），セ

ミナーや研修（社会教育）による，多

文化共生についての意識の向上，そし

て，多文化共生の推進を担う人材の育

成（日本人，外国人）が必要と考える。 

このため，以下のような記述の追加が

必要 

「学校教育，社会教育においては，学

校に在籍する外国人児童・生徒に対す

る指導の充実を図るとともに，多文化

共生についての意識の向上と多文化

共生の推進を担う人材の育成を推進

し，地域の関係機関とも連携して，取

組の充実を図ります。」 

 

現在の記述 

「学校教育，社会教育においては，学

校に在籍する外国人児童・生徒に対す

る指導の充実を図るとともに，多文化

共生の推進を担う人材の育成，地域の

関係機関との連携等により，多文化共

生推進のための取組の充実を図りま

す。」 

を御意見のとおり次のように修正し

ます。 

「学校教育，社会教育においては，学

校に在籍する外国人児童・生徒に対す

る指導の充実を図るとともに，多文化

共生についての意識の向上と多文化

共生の推進を担う人材の育成を推進

し，地域の関係機関とも連携して，取

組の充実を図ります。」 
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審議会（第３回）での意見への対応案 

ページ 項  目 意見 対応案 

6,7ｐ 第３ これまでの取組

及び外国人県民を取

り巻く現状・課題 

１  これまでの主な 

取組 

新たな計画策定に当たり，これまでの

具体的な取組の検証が必要ではない

か。 

第１期計画の取組の検証は，評価指標

により行っている。今後は，より効果

的な取組となるよう実施主体である

市町村等から意見を聴取し，結果を検

証していきます。 

21ｐ等 第４ 施策の方向性

と事業の取組方針 

評価指標 

指標に関連する取組の検証を行い，改

善していくことが大事である。 

指標の管理だけでなく，関連する取組

の結果を検証し，取組の改善につなげ

ていきます。 

21,22

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

１ 地域社会への基

本理念の啓発 

子ども，若い世代から多文化共生の概

念の啓発に力を入れではどうか。 

第２期計画において，小中学校の副読

本の作成を行い，国際理解教育，人権

教育のなかで多文化共生の啓発を行

うこととしています。 

27,28

ｐ 

第４ 施策の方向性

と事業の取組方針 

４ 地域社会への適

応力向上 

児童生徒への日本語指導では，コミュ

ニケーションを取る上での日本語は

比較的早く覚えるが，それ以上の日本

語での学習指導を理解できるような

レベルにまで達することが重要であ

る。 

学校での指導を充実させるとともに，

ＮＰＯ等の協力により日本語学習を

進めることとしています。 

27,28

ｐ 

第４ 施策の方向性

と事業の取組方針 

４ 地域社会への適

応力向上 

日本語学習は外国人住民の一生の課

題であると思うので，日本語講座に，

初心者向け，中級者向け，働いている

人向けなど多様性があるとよいと思

う。 

基礎的な日本語学習のみでなく，学習

者のニーズに合わせた講座の実施に

ついて推進していきます。 

31,32

ｐ 

第４ 施策の方向性

と事業の取組方針 

６ 能力発揮の促進 

外国人のライフステージに合わせた，

能力開発のための何らかの支援があ

るとよい。ただし，支援者の負担を軽

減するための研修会や交流会，行政職

員の研修会の実施が大事である。 

地域での外国人のコミュニティリー

ダーの育成，就労支援に関する事業を

行うとともに，行政職員，相談対応職

員等の研修会を実施します。 

31,32

ｐ 

第４ 施策の方向性

と事業の取組方針 

６ 能力発揮の促進 

言語ごと，地域ごとの外国人の世話役

を設置することで，地域との連携，情

報共有，相談などの対応を行うことが

できるので，設置してはどうか。 

外国人のコミュニティリーダーの育

成と基本的な考え方は同じであると

とらえられることから，能力発揮の促

進に関する事業の中で検討していき

ます。 
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市町村修正意見への対応案 

ページ 項  目 修正意見 対応案 

１ｐ 第１ 計画策定の考え

方 

２ 計画策定の視点 

(1)「住民政策」として

の位置づけ 

「多文化共生は地域に暮らす外国人

県民を対象とする」とあるが，中間案

において日本人を対象とした記載が

既にある通り，多文化共生は日本人県

民，外国人県民の双方を巻き込むもの

である。上記の記載では，単なる外国

人支援と誤解される可能性があると

思われる。 

この項目において“多文化共生は地域

に暮らす外国人県民を対象とする”と

記載している趣旨を明確に反映でき

るよう，次のとおり修正します。 

地域における多文化共生は「国際交

流」「国際協力」とともに，地域の国

際化を進めるための柱とされていま

す。この 3 つの中で，「国際交流」「国

際協力」は海外の国・地域やそこに暮

らす外国人が対象となるのに対し，

「多文化共生」は地域に暮らす外国人

住民が対象となるという特徴があり

ます。多文化共生施策は，地域国際化

の施策であるとともに住民施策の一

環であるという視点を持って，計画を

策定します。 

24ｐ 第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

２ 外国人県民と地域

住民との連携の推進 

「施策の評価指標」において，「多文

化共生に関する説明会等に参加した

県民の数（のべ人数）」が挙げられて

いるが，説明会とは何を指しているの

か。 

「説明会」は，町内会・自治会や民生

委員などの地域のコミュニティの推

進役に対して多文化共生について話

をする機会（県の施策では「みやぎ出

前講座」など）や，今後実施していく

こととしている市町村の民生委員の

研修会でのメニューとしての情報提

供，概要説明など，行政の会議等では

なく一般県民を対象とした行事を指

しています。 

31,32

ｐ 

第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

６ 能力発揮の促進 

≪取組に向けた主な役割分担≫で，市

町村：「地域内の事業者に対し，雇用

促進に向けた啓発を行います」 

宮城県：「雇用の促進に向けた事業者

への啓発を行います」 

との記載について，具体的にはどのよ

うなものをイメージされているのか。

例えば県で啓発リーフレット等を作

成し，市町村がツールとして使うとい

うものか。 

また，「施策の評価指数」に記載され

ている「技能実習を除く外国人雇用者

数」については本市では人数を把握し

ていない。この数も例年照会のある指

標評価実績報告において回答する必

要が出てくるのか。 

雇用促進の啓発の取組は，具体的に

は，貴市でイメージされているとおり

です。 

評価指標の「技能実習を除く外国人雇

用者数」については，厚生労働省が毎

年 10 月１日現在で１人でも外国人を

雇用している事業所に義務づけてい

る届出の公表データ（外国人雇用状況

の届出状況）を使用するため，市町村

に対する照会は不要な指標です。 
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38ｐ 第５ 計画推進のため

に 

２ 関係機関の役割 

(4)多文化共生におけ

る役割分担とネット

ワークのイメージ図 

多文化共生における役割分担とネッ

トワークのイメージ図が，間違い探し

の図のようにわかりにくく感じる。37

ページで記載されている「現在よりも

各機関の連携・協働の関係が強くなっ

ています」とは，図において「連携・

協働」のラインが太くなっているとい

うことか？そうであれば H25 と H30

の線の太さを極端にするなど，もう少

し違いをつけてほしい。また，「将来

的に目指す形」で MIA の説明が異な

っていることについても気づきにく

いので，文字の色を変えるか下線を引

くなどの強調があった方が良いので

はないだろうか。 

御意見に基づき修正します。 
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庁内修正意見への対応案 

ページ 項  目 修正意見 対応案 

27ｐ 第４ 施策の方向性

と事業の取組方針 

４ 地域社会への適

応力向上「≪具体的な

取組内容≫外国人児

童・生徒の日本語教育

推進 

「児童・生徒の保護者への支援につい

ても配慮し，関係機関と連携の上対応

します。」の部分は，保護者への支援

についての記載なので，当該表中の上

の項「日本語講座の充実」への記載が

適切ではないか。 

 

 

 

 

学校における取組の記載箇所である

ので，主旨が伝わるように次のように

修正します。 

（本文） 

学校においては，外国人児童・生徒の

日本語教育について個人の状況に応

じた適切な日本語学習指導を行うと

ともに，保護者に対する生活や教育に

関する相談対応等の支援についても

配慮します。 

≪具体的な取組内容≫ 

学校における外国人児童・生徒の日本

語教育推進 

✽外国人児童・生徒の保護者に対する

支援（生活や教育に関する相談対応

等）についても配慮し，関係機関との

連携の上対応します。 

 

31ｐ 第４ 施策の方向性と

事業の取組方針 

６ 能力発揮の促進 

≪具体的な取組内容

≫行政への住民参画

の機会等での人材活

用の推進 

「県，市町村が施策における住民参画

（パブリックインボルブメント）の機

会を設ける際や，地域において外国人

県民の支援，国際交流の取組を行う際

に，外国人県民の人材活用を推進しま

す。」等の表現について，“外国人だか

ら参画させる”というような誤解が生

じる可能性がないかどうかについて

検討する必要がある。 

記載の趣旨は，“外国人だから参画さ

せる”ということではなく，属性とし

て少数派となる外国人であることを

理由として候補から外すのではなく，

外国人でも日本人と同じようにひと

りの地域住民としてその能力を判断

し，住民参画してもらうという趣旨で

すが，趣旨を理解していただくため，

次のように修正します。 

≪具体的な取組内容≫ 

✽県，市町村が施策における住民参画

（パブリックインボルブメント）の機

会を設ける際や，地域において外国人

県民の支援，国際交流の取組を行う際

に，外国人県民も日本人と同様に地域

住民の一員であること踏まえ，人材活

用を推進します。 

 

 

 


